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1. 第三世界の発展と情報科学のかかわり

情報科学(Informatics) は第三世界と総称され

る発展途上国の開発に重要な役割を担っている，

とし、う認識が国際社会で一般に受けいれられてか

ら約10年になる [IJ. またこの分野での開発促進を

めざした国際協力が公けにうたわれてからほぼ 5

年がすぎた[2J. しかし情報科学に期待する効果を

具証するまでの開発プロジェクトは，今日まだ容

易に見つからない.開発を 10年単位で見るべきも

のと考えればこの現状を特に憂う必要はない，と

いう意見もあろう.しかし現実は憂うべき状況に

ある.その状況の基底に存在するものを一口で表

現すれば，資源の貧窮化が世界的規模で進行して

おり，それを抑止する効果的な手段を人類はもっ

ていない，という事実である.

簡単にいって貧窮化は二元的に進行している.

すなわち一方には世界人口の増加があり，他方に

は地球上の有限資源がわれわれの消費によって減

少の一途をたどるという事実がある.そこでこの

事態を改善する，つまり貧窮化の速度を運くする

手段として，人口抑制と資源有効利用が世界的な

課題となっている.さらにいえば，第三世界の発

展に当ってはこれらの課題の解決が先進国におけ

る以上に重要である.第三世界の多くの国では今
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ティプ コンサルタンツ(有)

52 

後20-30年のあいだに人口の倍増が確実視されて

いる.さらに，いくつかの国ではすでに人口増加

による自然環境の劣化が，砂漠化や大都市のスラ

ム化または異常気候や洪水の頻発といった形で，

顕在化している.

また第三世界の国ぐにでは資源有効利用の面で

も先進国以上の問題をかかえている場合が多い.

1 次産業が経済基盤であり，短・中期の経済発展

の手段としてはこの 1 次産業の拡大生産に頼らざ

るをえない事態，物資の加工・流通・保存等の技

術の非能率に起因する浪費，さらには資源有効利

用技術の遅れなどがその好例である.

このような事態の解決に，情報科学はし、かに有

効なのであろうか.たとえぽ人口抑制問題である

が，その根本的解決は出生率の低下である.その

出生率低下をはかるには，医療的手段にくわえて

女性の教育水準向上や雇用機会の増大，さらには

それにともなう女性の社会的・経済的地位の向上

が有効であることが知られている.教育の普及に

たいする情報科学の活用，または情報科学の発達

にともなう機械自動化と肉体的労働の軽減や 3 次

産業の発展による女性の雇用機会の増大が考えら

れる.すなわち情報科学が間接的に人口抑制に寄

与する可能性は高い.

資源有効利用にたいする情報科学の寄与はより

直接的である.そのための技術の研究開発におけ

る科学情報の利用，技術普及のための教育・訓練，

さらには有効利用を実践するための経済機構・基
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盤のマネジメント等の向上に情報科学の利用は不

可欠である.特に資源有効利用の菌に遅れのめだ

っ発展途上国にとって情報科学の活用はいっそう

重要である.

2. 情報科学(informatics)の社会的意義

情報科学の重要性は上記の例にとどまるもので

はなく，われわれの社会生活全般にわたっている.

この意義を十分に理解するには，多少の速まわり

をして情報科学，すなわち informatics の定義に

もどって考える必要がある.

第三世界での情報科学の向上発展に深くたずさ

わっているユネスコでは informatics を，

“ the totality of disciplines and technologies 

for the systematic treatment (particular1y 

by computer) of data and information seen 

as the medium for knowledge with a view 

ofits conservation in time and its communi-

cation in space" と定義している [IJ.

読者の中にはこの定義をやや暖昧冗長と感じら

れる方も多いであろう.筆者もその 1 人で，筆

者はこれにかわる，より実践的な定義として，

“a discipline and the totality of science, 
technology and instrumentation for the 

production of information, i. e. the intelｭ
lectual asset for the societal entity" を提案

している [3].

この定義は情報科学の社会発展における役割に

関する上述の議論と深くかかわりあっている.す

なわちこの定義の背景にある思想は，まず第 1 ~;こ

社会の構成要素 (societal en ti ty) の活動には物

的資産 (material asset) 以外に知的資産 (intell­

ectual asset) が必要で、あるという発想であり，第

2 に工業化で代表される従来の物質的向 i二を社会

の究極目標にした時代は終わりつつあり，将来は

有限なる資源や自然環境の有効利用を社会の究極

目標としたシステム効率を重視する時代(the age 

of system efficiency) をむかえつつあるという

1985 年 1 月号

認識であり，第 3 にこの新しい時代においては知

的資産の蓄積利用が目標達成にとってますます重

要になるという理解にもとづいている.

別の表現を使えば，近代が物質的向上の時代で

あり，工学(engineering)がそのための中心的な

実践手段(discipline) であったのにたいして，情

報科学(informatics) は資源有効利用のためのシ

ステム効率を重視しなければならない次の時代に

おける実践手段である，といえる.

すなわち，将来の社会発展における情報科学の

重要性は今までの社会発展に大きく寄与してきた

工学のそれに比肩できうる.いいかえれば，われ

われの今日の生活が工業製品や近代設備で代表さ

れる工学のさまざまな成果に重く依存しているよ

うに，われわれの明日の生活は情報科学の成果，

すなわちさまざまな情報に重く依存していくであ

ろうと予見される.

3. 情報科学活用の基本的オリエンテー

ション

このような情報科学の社会発展における重要な

役割に鑑みて，第三世界の国々にが informatics

の発遣に強い関心を示すことは当然といえる.ま

たこれらの国ぐににたいする国際協力のための努

力もさまざまに組織されてきている [1 ， 2J. 問題

はそのような努力が発展途上国において効果的に

組織・活用されている場合が少ないことである.

問題の原因は多々あろうし，また評価する立場

が異なれば原因の見方にも相違が生じる.ここで

はしかし原悶究明が主目的ではなく，第三世界の

発展に効果的に寄与する情報科学の促進について

の考察が目的である.

第三世界の国ぐにが今日最も深い関心をもっ事

態は，広がりつづける先進諸国との技術格差であ

る.この点は 1978年に催された Inter-Govern­

mental Conference on Strategies and Policies 

for informa tics の決議にも強く反映されてお

り，その後に設立された多くの国際協力プログラ
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ムが技術者の養成を主眼においていることにも顕

われている.しかしこのような問題主導型の発想

や解決方法が効果的か否かは大いに疑問である.

疑問の第 l は，工学と情報科学との本質的な相

違を十分に考慮した解決方法で、あろうか，という

点である.近代設備や工業製品の多くは，使用す

る国が異なっていても本質的には同質のものが必

要とされる.したがって簡単にいえば，工学技術

の移転は受益国の近代化・工業化に即つながると

いえる.しかし情報科学について同じ議論はあて

はまらない.

例として，最先端の意思決定支援システムをあ

る発展途上国の政府が導入した場合を想定する.

この場合に，システムが先進国の政府機関で使わ

れた場合と同等に有効であるかを考えれば，同じ

議論が妥当でないことが容易に理解できる.

この例はまた第三世界発展のための情報科学を

考えるうえで重要なことを 2 つ示唆してくれる.

その 1 つは情報科学活用のもとに有るべき資材・

原料の問題である.工学活用のもとに有るべき資

材・原料は，本質的には活用する国のし、かんを間

わず同一である.したがってもし必要な資材・原

料が圏内で不足であれば輸入によってまかなうこ

とが可能である.しかし情報科学活用に当っては

その対象であるデータ，さらには当事者の知能

(intelligence) が決定的な要素であり，これらは

当事国によってまかなわれなければならない.す

なわち，まかなう能力が乏しければ情報科学の技

術移転はあってもその活用を図ることが困難であ

ることを示唆している.

もう 1 つの示唆は，工学と情報科学の活用から

生ずる資産の利用価値における相違に関連する.

工学の活用から得られる物的資産の価値はある意

味で絶対的で.所有権に付随し貨幣価値への換算

も可能で、ある.いっぽう，情報科学の活用から得

られる知的資産の価値はきわめて相対的で，所有

者に付臨し，その多寡や環境によって変動する.

このことは，どのような情報科学の活用が効果的

54 

に国の発展に寄与するかという課題が，工学活用

の場合以上に複雑かつ重要な課題であることを示

唆している.

現状を見るに J-.記のような工学と情報科学の

本質的な相違を認識したうえで第三世界の国ぐに

が情報科学の開発普及をめざし国際協力を求め

ているかは疑わしい.ややもすると情報科学をコ

ンピュータ技術と狭義に理解し，工学の一分野と

いった程度の認識でその開発向上を考えている傾

向がうかがえる.技術格差云々の議論はこの傾向

を象徴しているといえるであろう.

事実，発展途上国での効果的な情報科学の開発

普及を考えるには，従来の工学的な発想からの転

換が必要と思われる.今日わが国では「情報化社

会J と L 寸表現が人口に檎突しているが，これを

単なる現象としてとらえるのではなく，たとえば

従来を「工業化社会」と認識し，この 2 つの社会

を比較分析することによって明日の情報化社会の

本質を理解する努力が必要であろう.

「情報化社会J とし、う表現は事実きわめて現象

的で，今日われわれを含めた人類一般の直面して

いる社会変革の本質を見誤らせる危険を含んでい

る.

今日の社会変革の本質は，物質的な発展向上を

至上として資源の大量消費を許した従来の社会か

ら，人類の生存を左右する自然環境の保存維持を

考慮した資源有効利用をめさ.す社会への遷移であ

る.情報化社会とし、う表現が日本のような先進国

でこそ人口に槍笑しているのは，単に情報科学の

普及を反映しているだけではなく，先進国社会が

資源有効利用をその社会の死命を制するほどの重

要な課題であるという厳しい認識に乏しく，情報

の利用という現象のみを強〈知覚していることの

反映でもある.

第三世界では，資源有効利用が文字どおりその

社会の死命を賭けた課題で、あり，この意味では情

報科学の開発普及が先進国以上に急務であるとも

いえる.また先進国からの技術協力も，今日人類
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がともに直面する社会変革に適応するための

discip1ine としての情報科学であってこそ有効で

あるとの認識を求められる.さらに，このような

情報科学の開発普及が時代の要求であることは，

わが国も含めた先進諸国においても同様である.

そしてこれら先進国はこの分野での技術開発力を

ほぼ独占しているだけに，時代の要求に応じた研

究開発を進める責任が大である. しかしながら，

先進諸国でこの責任を十分自覚した努力が展開さ

れているとはいし、がたく，事実この無責任を非難

する機運が第三世界にはおこりつつある. 日本が

各種の大衆消費財に 1 Cやマイコンを組み込んで

付加価値を高めるとともに，世界市場を席巻して

ゆくことに，第三世界から新技術のきわめて利己

的な利用であるという非難が出ていることにわれ

われは真面目に耳を傾ける必要がある.

4. 新時代の情報科学の中心課題

それでは時代の要求する情報科学の開発は具体

的にどのように進められるべきであろうか.これ

を第三世界の直面する状況を中心に考察すること

は，単に第三世界のためだけでなく先進諸国が地

球的規模での共存繁栄をはかるうえでも意味があ

る.

時代の要求は資源の有効利用であり，情報科学

にはこの面での社会の機能・能力の向上に資する

ことが期待されている.国の基盤にある資源は人

と土地である. もちろん， この土地は広義に人閣

の生存を支える自然環境を意味する.この人と土

地を社会の資産・資源として有効に運用する機能

と能力の向上が時代の要求するところである.す

なわち情報科学に期待されていることは，大別し

て各種の社会システムが国の発展というフレーム

ワークの中で有効に機能することと，その社会シ

ステムを動かす人間の能力の frt]J:をはかるための

実践手段(discipline) としての役割である.多少

の誤解を恐れずに極言すれば，マネジメン卜や教

育の基盤としての情報科学が求められている.

1985 年 1 月号

では，現在の情報科学の分野で発展のめざまし

いロボットや FA ・ OA で代表される自動化の動

きをどう評価するかという疑問が生じる.歴史的

に見ると，この自動化の動きは従来の工業化社会

の伝統を受けついだもの(legacy) と考えられる.

その特徴は機械で人聞を置きかえる方向への努力

である.その究極として個性無視の完全管理社会

の出現を予測し危倶する人たちが多いのも当然で

ある.問題はこの自動化への努力そのものではな

く，その努力を補完すべき機械が人間の機能・能

力を高めていく面での努力が従来より不足してい

ることである.後者の形の努力を代表するものが

マネジメントや教育の基盤としての情報科学であ

り，その開発普及である.

5. 開発の望まれる情報科学の分野

発長途上国における教育の向上は，先進国にお

けるそれよりもはるかに基本的かっ切迫した問題

である.これは低い基礎教育の水準を向上させる

ためや生産技術の修得を促進するためだけで、はな

い. I孟家の開発に当ってさまざまの社会システム

が発達不十分の発展途上国においては，個人が社

会の構成要素としてはたす役割が大きく，この面

での機能・能力の向上をも教育がになっているか

らである.

教育の向上という面で発展途上国がかかえてい

る大きな問題は 2 つある.その 1 つは，有能な教

師という人的資産も教育施設とし、う物的資産もと

もに貧閏である点にある.他方は，教育の資材と

もいうべき知識・情報の貧困である.これらの問

題の軽減に情報科学がはたしうる役割とその可能

性はきわめて多い.

たとえば，教師が有効にその役割をはたすには

教えるべき課目を知悉していることが必要であ

る.そこで，これを支援するためのマイコンとソ

フトの開発普及がのぞまれる.教育施設の貧困を

おぎなう面でも情報科学は大いに寄与できる.た

とえば通信教育専用のネットワークとそのインタ
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ーフェイスとしてのテレピ・ラジオの普及が考え

られる.事実，発展途上国では，都市部への人口

集中と農村部での人口離反という形での人口偏在

が進行中であり，これに人口増加があいまって，

教育施設の拡充は至難の事業である.その代替と

して通信技術を活用した教育システムの開発が，

そこで強く望まれる.

この点では，日本の量産技術によって世界に普

及したトランジスタ・ラジオの成功が興味をひ

く.この開発普及が発展途上国において民度の向

上に大きく貢献したことは，それら発展途上国自

身が評価しているところである.かりに日本が効

率的な通信教育システムに不可欠な安価なインタ

ーフェイスの開発普及に寄与できるならば， トラ

ンジスタ・ラジオ以上の貢献になりうる.

教育の資材たるべき知識・情報についていえば

特に貧困なのは国民とその社会・文化・風土に関

するものである.発展途上国においては，国家建

設はきわめて現実的な行動目標であり，それだけ

にいっそうこれらの知識・情報の集積が重要であ

る.集積にはそれ相当のコストを要するが，普及

の効用が大きければ大きいほど相対的にコストが

低下する.したがって，教育システムの開発とあ

いまってこの種の知識・情報の集積が進められる

必要がある.従来国家建設の具体的な行動である

各種の開発事業においても，このような知識・情

報が有用で、ありながら利用できない状況であった

り，ある程度の情報を集めながら一時的な利用に

終ったりしていることがきわめて多い.このこと

を考えあわせれば，この種の知識・情報を国家事

業として組織的に集積普及する価値は大きく，こ

の事業の中で情報科学のになう役割はそれだけ重

要である.

発展途上国におけるマネジメン卜の向上も，教

育向上にまさるとも劣らないくらい電要な問題で

ある. ここでで、いうマネジメン卜は，企業経営営，とい

つた狭義で

社会システムの運営をも包含している.
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マネジメントも教育も知識・情報が基本的な資

材である点では同一であるいっぽう，両者には根

本的な相違がある.その相違は，教育が個人によ

る知識・情報の修得を目的としているのにたいし

て，マネジメントでは個人も含めた社会の構成要

素に知識情報を伝達することによって望むべき行

動をめざしている点である.この相違が意味する

ところは大きい.すなわちマネシメン卜のための

知識・情報の有効性は社会の構成要素の行動機能

や能力によって影響されることを意味し，さらに

はマネジメントのための情報科学の活用が広くは

社会の機構(societal insti tutions) との関係で考

えられなければならないことを意味している.

発展途上国における社会機構にはいくつかの共

通的な特徴がある.その主要な特徴としては，マ

ネジメント能力をもっ人材の不足，中央集権的組

織，マネジメントに有効な知識・情報の不足，など

があげられる.さらにいえば，これらの特徴は相

互に関連しており，発展途上国における社会機構

の発達を困難にしている.そこで，情報科学の活

用により，このような状況を改善して社会機構の

マネジメントを向 tさせる乙とが強く望まれる.

まずマネジメントの人材不足をおぎなうには 2

つのアプローチが考えられる.その l つは人材養

成で，これは教育の分野にもまたがっている.他

のアプローチは，マネジメント情報の適切な処理

によってマネジメントの責にある人間の能力不足

をおぎなう方法である.今日先進国で盛んな意思

決定支援システムの開発も，このアプローチの一

種とみなせる.

中央集権的組織にはマネジメントを画一化・粗

略化する傾向が内在する.この傾向が発展途上国

では特に顕著である』たとえば国民の生活に密接

に関連したある種の統計(たとえば乳児死亡のデ

ータ)を園のレベルで集計し方策立案に資するの

はよいが，その方策を [1母一的に施行するのではせ

っかくの統計に含まれた情報の多くを無視する結

栄に終わる.これはほんの一例であるが，発展途
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上国の行政にはこの種のマネジメントがきわめて

a般的である.では地方分権を進めればよい，と

いう結論になるのであるが，そのさいの困難は，

地方には統計的なデータからマネジメントに有効

な情報をみちびき出すだけの能力をそなえた人材

が少ない点にある.この能力不足，人材不足をお

ぎなうための，行政向上に役立つマイコンやソフ

トの開発普及が切望される.

次にマネジメントに有効な知識・情報の不足で

あるが，この事態を一挙に改善する手段はなく，

集積のための手法開発とその機能的な運用 (in­

sti tu tionaliza tion) が必要である.さまざまの規

模や機能のデータベースの開発も進み，その相互

のネットワーキングの技術の開発も進んでいる今

日では，効率的な手法開発や機能的運用のポテン

シャルは非常に高く，発展途上国においても実践

可能なものの開発が大いに期待される.

6. 開発への国際協力

以上，第三世界の国ぐにの発展を目的とした情

報科学の開発を考察してきたが，資源有効利用が

時代の要求であり，また開発の究極の目的である

以七先進国においても同様の開発が本来重要な

課題であってしかるべきである‘したがって，こ

のような情報科学の開発には，先進諸国と第三 ttl:

界という枠組みを越えた閏際協力が可能で、あり，

その実践が望まれる.

そのさいに，協力する当事国が常に心しなけれ

ばならないことは，教育であれマネジメントであ

れ，情報科学がはたす効果は，機械が人聞の機能

・能力を高める点にある.このことは，実際の情

報科学の活用に当って，人間のもつ生来の特質が

根底において影響することを考慮しなければなら

ないことを意味する.さらにいえば，国やその問

J<Çの社会・文化的な特科:を無視して，情報科学の

効果的な活用は考えられ伝い.すなわわ，技術移

転といった次元で、の開兎/努力や間際協力でほ i、 1-

分で，技術の社会的・主化的な適泌をめざした47
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力および協力を必要とする.

それにはまず開発努力は当然の三と，国際協力

の両でも発展途上国の政府が独自の政策を確立

し，かつそれに沿ったプログラムを展開していく

必要がある.さらにいえば，長期的な国家建設構

想の肝要な一部としての政策およびプログラムの

展開が望ましい.そのさいの中心的な課題は，情

線科学の分野での技術格差の是正などではなく，

情報科学の活用で国家建設をいかに促進するかで

ある.

政策やプログラムの推進に当っては，当然のこ

とながら情報科学の実践があり，そのためには適

切な技術の導入が肝要な問題になってくる.また

この問題の解決には，技術先進諸国との国際協力

をはかる必要がある.しかし今日の国際協力の現

状にはいくつかの間題がある.

問題の第 1 は，程度の差こそあれ国際協力には

協力提供側の意向が相当反映される点である.発

展途と国の技術者の養成や訓練に民間企業が将来

の顧客育成の意図があって協力に積極的である場

合などがその好例である.では民間協力を避けて

政府間協力によればよし、かというと，これにも問

題がともなう.すなわち，情報科学の多〈の技術

および技術開発能力は民間企業が保有しており，

政府問の技術協力に限ることはその実効性をいち

じるし〈損うおそれがある.さらに時代の要求す

る情報科学の tî日常普及という面を考慮すれば，政

府 [LlJ i窃力といり j乍内に限ることは決して好ましい

ことではなく，政府・民間企業といった区別を問

わない幅の広い自由な技術協力が展開されるとと

が好ましい.

そこで，そのような技術協力を展開する方策が

求められる.具体的な方策の!っとして， fj育報科

や技術国際信託銀行」といった機構の設立が考え

られる.この技術 'i;~ 託銀行には次のような茶a本的

1じ機指が i日 i 'j ぶ iL0_ 

(,1) 1:何人， 1亡 11(J企業，公共同体を問わず，広く

技術保有者からの技術の信託を受ける.
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(b) 信託の主宵は，技術を発展途上国(に限る

必要はないが)の情報科学の開発普及に利

用・活用することである.

(c) 発展途上国からの要望にこたえて，適切な

技術の検索や紹介を行なったり，技術協力の

斡旋を行なう.

(d) 発展途上国における情報科学の健全な開発

普及をうながすような技術協力を指導する.

(e) 発展途上国の必要や銀行の能力に応じて，

適切な技術協力に資金援助を行なう.

(f) 国際援助・協力資金を募って，このような

銀行の活動を運営する.

以上のような機能をもった国際技術信託銀行の

設立は，第三世界発展のための情報科学の普及発

達をめざした国際協力に，従来にない特色をもっ

た寄与がで、きる.その 1 つは，技術偏重におちい

ることなく先進国の民間企業の活力，技術を積極

的に発展途上国のために利用する途を聞く点であ

る.さらに，特長ある技術を有する民間小企業に

も大企業に互して技術協力に参加する途を聞くこ

とになり，このように幅広く企業，団体の参加を

許すとともに公正な競争をはかることによって，

発展途上国に適した技術の開発をうながすことが

できる.また，この技術信託銀行を中心に有効な

国際技術協力の経験を広く集積利用することによ

って，協力の水準向上が期待できる.

とはし、っても，情報科学の分野を対象にこれだ

け多くの重要な役割と機能をもった国際機構を設

立する意義に疑念をもっ向きもあろう.そのよう

な評価の分かれ目は，ーに情報科学をどう意義づ

けるかにかかっている.情報科学を狭義にコンビ

ュータ技術とみなすなら，疑念も当然である.し

かし，情報科学を，物質的・経済的向上だけをめ

ざしてきた近代工業社会における工学とも比肩で

きる，きたるべき時代，すなわち資源有効利用の

ためのシステム効率が重視される時代の中心的な

discipline と認識するならば，この国際技術信託

銀行の設立意義は十分納得されるであろう.
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